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子どもの頃の家庭環境と健康格差：肥満の要因分析

李　　　青　雅

要　旨

　生活習慣病を誘発するとされる肥満はカロリー
の過剰摂取によりもので，主な原因は不適切な食
生活と運動不足にあるといわれている。しかし，
より根本的な原因を探るためには心理的，または，
社会・経済的要因の影響を検証する必要があろう。
本稿では，子どもの頃の親の社会経済的地位に焦
点をあて，成人後の肥満に与える影響を分析した。
慶応義塾大学の『慶應家計パネル調査』を用いて
変量効果のパネルプロビット分析を行った結果，
女性は，低学歴の父親を持つほど，また，子ども
の頃に父親を亡くした者であるほど肥満確率が高
く，一方，男性は無職の父親を持つほど肥満確率
が高くなることが示された。父親の低学歴や死亡，
そして，無職は子どもの頃の社会経済的地位
（SES）が低いことを意味するが，本稿の分析結
果は子どもの頃の不利な家庭環境により肥満格
差，さらには健康格差が生じることを示唆するも
のである。加えて言えば，家庭環境がもたらした
肥満・健康格差は子どもの成人後のSESを制御し
てもなお残存するものである。

Ⅰ　はじめに

　肥満化現象は世界規模の広がりをもち，いま14
億もの人が日本の基準でいう肥満である〔WHO 
2011〕。肥満は慢性疾病の罹患率と死亡率の上昇
につながる重要な健康問題である。肥満は糖尿病，
高血圧などの生活習慣病〔Must et al. 1999，

Mokdad et al. 2003〕やがん〔Moller et al.1994〕
になるリスクを高め，抑うつ症など心的障害も誘
発する〔Von Lengerke et al. 2007〕。そして，肥
満とそれに起因する慢性疾病は生活の質を低下さ
せる〔Fontaine and Barofsky 2001〕。世界では肥
満に起因する病によって年間3,600万人の命が失
われ〔WHO 2011〕，肥満大国といわれるアメリ
カにおいて，肥満に起因する慢性疾病は喫煙や貧
困のそれを上回るものである（Sturm and Wells 
2001）。
　厚生労働省の『平成19年版厚生労働白書』によ
ると，日本人の死因の約6割は生活習慣病やがん
が占めており，これらの疾病にかかる費用は医療
費全体の約3割に達している。肥満が慢性疾病を
誘発するのであるならば，肥満の予防・改善は健
康の増進，そして，医療費支出の削減に寄与する
ことが期待できよう。ちなみに，Kuriyama〔2002〕
の推計によると，肥満による医療費の超過負担は
3.2％となっている。
　本稿では，子どもの頃の親の社会経済的地位
（SES）に焦点をあて，それが肥満にどう影響す
るかを検証する。健康問題の1つをなす肥満につ
いては医学や社会疫学の分野で研究が盛んに行わ
れているが，その多くは肥満とSESとの関係に注
目している。そして，2000年以降では本人のSES
のみならず，子どもの頃までさかのぼって家庭環
境の影響を分析する動きがみられるようになっ
た。これは不健康の原因を子どもの頃の不利な家
庭環境に求めるというライフコース疫学の考え方
を反映したものである。既存研究によると，SES
が低い親の子どもは成人後に肥満になる確率が高
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くなる〔Power et al.2003，Power et al.2005，Khlat 
et al.2009〕。日本でもこの関係は成立するのか，
慶応義塾大学が行った『慶応家計パネル調査』を
用いて分析してみた。
　本稿の貢献は以下の2点を考える。1つは，肥満
の予防，改善に役立つ判断材料を提供することで
ある。肥満の社会経済的要因を分析した日本の研
究はIshizaki et al.（2004），鈴木〔2011〕，李〔2012〕
などがあるものの，まだ蓄積が少ないのが現状で
ある1）。
　本稿のもう1つの貢献は，SESの健康への影響
を明らかにした点である。SESがもたらす健康格
差については，日本福祉大学のAGESプロジェク
ト〔Aichi Gerontological Evaluation Study, 愛知老
年学的評価研究〕により精力的に研究が行われて
ある〔近藤編　2007〕。同プロジェクトでは，高
齢者を対象にした大規模調査により，うつ，口腔
ケア，低栄養，転倒歴や生活習慣，閉じこもりな
ど健康問題がSESと密接な関係にあることを示し
ている2）しかし，これらの研究は肥満を直接扱っ
たものではなく，加えて，分析対象も高齢者のみ
に限定されている。実際，子どもの頃のSESがそ
の後の健康に与える影響の分析はデータの制約
上，日本ではこれまであまり検証されてこなかっ
た。
　本稿の構成は以下のとおりである。まず次節で
SESと肥満に関する先行研究を整理し，続く3節
では分析に用いるデータについての説明を行う。
4節では，変量効果プロビット推計により親の
SESが肥満に与える影響を分析し，最後に，5節
では，推定結果を踏まえて結論と今後の課題を述
べる。

Ⅱ　先行研究

　SESは医療資源や健康行動，環境曝露を通じて
健康に影響するといわれる〔Adler and Katherine 
2002〕。SESの低い層は，医療資源へのアクセス
機会が制限される上に，喫煙，飲酒，運動不足，
高カロリーな食事など健康に好ましくない行動を
とることも多く，従って，健康が損なわれる

〔Pamuk et al. 1998，Lowry et al. 1996，近藤編　
2007〕。肥満はSESがもたらした健康障害の1種で
ある。以下，肥満とSESに関する先行研究を概観
する。

　1　SESと肥満の相関関係
　SESと肥満の関係については医療や社会疫学分
野で膨大な研究が蓄積されている。文献レビュー
を行ったSobal and Stunkard〔1989〕やMclaren
〔2007〕によると，先進国ではSESが低いほど肥
満率が高くなっている。SESと肥満の負の関係は
とりわけ女性に顕著に現れ，Sobal and Stunkard
がレビューした144の研究では，アメリカの研究
の93％，イギリス，カナダ，ドイツなどの研究の
75％において，SESと女性の肥満との負の関係が
観察された。一方，先進国男性の肥満とSESとの
関係は定かではなく，正，負，有意ではない，な
ど異なる結果が得られている。Sobal and Stunkard
はこのような性差について，男性は女性ほどやせ
願望がなく，ダイエットや食事制限をするインセ
ンティブが弱いことや，SES指標，肥満指標が統
一されていないことなどを指摘する。
　SESには変化がみられることもある。SESが変
わると肥満になる確率はそれと逆の向きを見せ
る。例えば，SESが高くなると肥満確率は低下す
る。SESは世代間で継承されることも多い。これ
は「貧困の連鎖」や「階層の固定化」などの言葉
にも現れているが，親から低いSESという負の遺
産を受け継いだ子どもは親と同率で肥満になって
いく可能性が高い。
　近年の肥満研究では，本人のSESだけではなく，
子どもの頃の親のSESが注目されている。Power 
et al.〔2003〕はイギリスの出生時から33歳まで
の追跡調査で得られたデータセットを用い，出生
時，7歳，11歳，16歳，23歳，33歳時点でのSES
と33歳時の肥満がどのような関係にあるのかを分
析している。その結果を見ると，男性の肥満は出
生時のSES，女性の肥満は7歳の時のSESと負の相
関にある。イギリス，デンマーク，フィンランド，
オランダ，スウェーデン，アメリカなど7カ国を
対象にしたPower et al.〔2005〕の分析によると，
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肉体労働者の親をもつ子どもは肥満になる確率が
高く，喫煙行為をやめる確率は低い。フランスの
35歳−59歳の成人を対象にした研究では，高度な
職業 〔higher-level occupations〕についている父
親を持つ女性ほど肥満〔BMI30以上〕確率が有意
に低く，逆に，子どもの頃に経済的困窮を経験す
ると肥満確率は有意に高くなることが観察された
〔Khlat et al. 2009〕。要すると，SESの低い家庭
に生まれ育った子どもは成人後に肥満になる確率
が高くなる。加えていえば，出身家庭のSESが肥
満に与える影響は成人になってからの本人のSES
をコントロールしてもなお残る。
　ところで，SESと肥満との負の相関関係はすべ
ての国にあてはまる訳ではない。例えば，イン
ド，パキスタン，南アフリカなどの国ではSESの
高い層で肥満が多くなっている。これらの発展途
上国では十分な食べ物にアクセスできる者のほう
が太りやすく，SESの低い層はエネルギーの過剰
消耗や食糧不足・飢餓により低体重のリスクが高
まる。しかし，この傾向に変化があらわれてい
る。SESの高い層から低い層に肥満がシフトして
いるのである。Monteiro et al.〔2004〕による
と，このような肥満シフトは一人当たりGNPが
2500ドルを超える発展途上国において顕著にあら
われている。

　2　SESと肥満の負の関連性のメカニズム
　なぜ先進国の肥満は本人または親のSESと負の
相関にあるのか。そのメカニズムを説明する前に
肥満は何によってもたらされるかを見てみよう。
肥満は，一言で言えばカロリーの過度摂取による
もので，その直接の原因は不適切な食習慣と運動
不足にある。例えば，ファーストフードやスナッ
クなどエネルギー密度の高い加工食品の食べ過ぎ
はカロリーの過度摂取による肥満につながる
〔Bell et al. 1998〕。一方，テレビやゲーム，コン
ピューターなど座りがちな活動は摂取したカロ
リーの燃焼を妨げることで肥満を助長する〔Hill 
and Melanson 1999〕。
　翻って，食習慣や運動習慣はSESと密接な関係
にある。アメリカでは低所得層ほど，新鮮な野菜

や果物より安価な高カロリー・高エネルギー食品
を多く消費する傾向があることが指摘されている
〔Cutler et al. 2003〕。運動不足はSESの低い層が
抱えるもう1つの問題である。機械化により体力
の必要な労働が減ってきた今日で，SESが低い層
といえども必ずしも運動量が大きいわけではな
い。むしろ，SESの高い層で運動をする時間的・
経済的余裕を持っており，減量プログラムに参加
したり，ジムに通ったりする。この層では減量の
ための知識もあるので減量に成功する確率も高
い。なお，SESの高い女性は強いやせ願望を持つ
ことから肥満になる確率は低いが，時には無理な
食事制限やダイエットにより低体重という逆の健
康障害を伴うこともある〔Sobal and Stunkard〕。
　SESと肥満の負の関係には心理社会的ストレス
の影響も考えられる。SESの低い層では抑うつ症
状を抱える者が多いが，抑うつは女性のBMI，特
に，病的肥満〔BMI40以上〕と正の相関にある
〔Beydoun and Wang 2010〕。しかし，心理社会
的ストレスと上述の生活習慣を合わせてもSESと
肥満を関連づけるメカニズムを部分的にしか説明
できず〔吉井　2010〕，全部の経路の解明には至っ
ていない〔Adler and Newman 2002〕。ちなみに，
先行研究では指摘されていないが，SESは時間選
好を介して肥満に影響する可能性がある。行動経
済学ではしばしば時間選好が肥満要因として注目
されている。時間選好率が高い者は将来の利益〔健
康〕より現在の利益〔快楽〕を優先する可能性が
高く，それゆえ，肥満になるリスクが高い
〔Komlos, Smith and Bogin 2004〕。しかし，高い
時間選好率は低学歴・低収入の人に多く見られて
おり〔Lawrance　1991〕，ここにSESと肥満との
負の相関関係が生じるかもしれない。
　親のSESが子どもの肥満に影響を及ぼすという
考え方の背後には，子どもの頃の物理的または社
会的暴露が生涯にわたり健康にダメージを与える
というライフコース疫学3）の考え方が反映されて
いる。SESの低い家庭に生まれた子どもは，低体
重，栄養不足，受動喫煙，低学歴など物理的・社
会的曝露にさらされやすく〔Benshlomo & Kuh 
2002〕，成人してからも疾病のリスクは高い4）。
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ライフコースモデルには臨界期モデル〔critical 
period model〕とリスクの累積〔accumulation of 
risk〕の2種類の概念モデルがある。臨界期モデ
ルとは，子どもの頃の経験は長期にわたるその人
の生物学上の，あるいは，行動上の特性を決め，
やがて永続的で取り返しのつかないダメージまた
は疾病をもたらす可能性がある，という考え方で
ある。肥満との関連で言うと，低学歴で貧困家庭
に育った子どもはタバコや酒，脂肪分の高い食事
など等慢性疾病をもたらすような生活習慣が身に
つきやすく，その結果，肥満につながる可能性が
考えられる〔Lowry et al. 1996〕。一方，リスクの
累積モデルは人生の中での種々の要因が徐々に積
み重なって大人の疾病発症につながる，という考
え方である。種々の要因はそれぞれが独立してお
互いに相関のない要因の累積による場合もあれ
ば，リスクの連鎖による場合もある〔尾島・近藤
　2011〕。後者はパスモデル〔pathway model〕に
通じるところがある。例えば，貧しい家庭に生ま
れた子どもは貧困や親の夫婦関係の悪化，家庭内
暴力などにより十分な教育を受けることも，その
後大人になってから良い仕事に就くこともできず
貧困の連鎖に陥ってしまい，それによって，疾病
のリスクが増える。

Ⅲ　使用データ

　分析にあたり，慶應義塾大学経商連携21世紀
COEプログラム「市場の質に関する理論形成と
パネル実証分析」プロジェクトによって行われた
『慶應家計パネル調査』（以下KHPSと略す）を
用いる。この調査は，2004年時点で満20歳以上69
歳以下の男女4,005人〔予備対象5名含む〕を対象
に毎年行われるもので，回答者本人とその配偶者
について，就学・就業，収入状況や生活時間，健
康に関する情報が得られている。2005年には調査
対象者の親についても学歴，就業状況等に関する
情報が得られており，親子二代の情報をそろえた
数少ない調査の1つとなった。これまで8回にわ
たって調査が行われているが，本稿では身長と体
重の情報が得られる2005年と2006年の2年分の

データを用いて肥満分析を行う5）。なお，本稿で
は，肥満とSESの関係を分析するという研究の趣
旨から，肥満の問題があらわれやすく，かつ，ま
だ経済活動を行っていることを前提に，30歳以上
60歳未満を分析の対象とする。

　1　SES指標と肥満指標
　SES指標は健康資源へのアクセス情報を提供す
るという意味合いを持っている〔Duncan et al. 
2002〕。例えば，高学歴・高所得の者は低学歴・
低所得の者に比べて健康資源や健康情報へのアク
セス能力が高く，それゆえ，よい健康状態を保つ
ことが多い。職業階層は労働者のSES指標として
使われる。職業階層の低い者は所得水準が低く，
精神面・肉体面で不利益を被ることが予想される。
利用可能な社会資本も限られるので，不健康にな
りやすい。
　先行研究では，SES指標として，教育（学歴，
識字能力など），所得（世帯収入，貧困，金融資産，
住居など），職業階層（職種，失業，非正規雇用
など）などが用いられている〔McLaren　2007〕。
指標の使い方も多様である。いずれか1つの指標
だけを用いる研究もあれば，複数の指標を同時に
用いる研究もある。複合変数を作成して用いる研
究もある〔Sobal and Stunkard　1989〕。どのよう
なSES指標が望ましいのか。教育変数は所得や職
業階層のように健康がSESに影響するという逆相
関の問題が存在しない点で優れており〔Duncan 
et al. 2002〕，教育，所得，職業階層の変数をすべ
て投入した場合，教育変数のみが有意であったと
の研究報告もある〔Winkleby et al. 1992〕。しかし，
今のところコンセンサスは得られていない。
　本稿ではSES指標として父親の学歴ダミーと15
歳時に父親が就いた職種ダミー，15歳時に父親が
無職のダミー，死亡ダミーを用いる。しかし，こ
れらの指標では捉えきれていない社会経済的要素
が存在するであろうことを先に断っておく。
　肥満指標としては，BMI（〔body mass index，
体重÷〔身長＊身長〕）を用いる。アメリカの連
邦疾病管理センターやWHOはBMI25以上を過体
重，BMI30以上を肥満と定義している。一方，日
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本の肥満学会はBMI25以上を肥満と見なしてい
る。本稿では，日本の肥満学会の定義に従い，
BMI25以上を肥満とし，BMI18.5以上25未満を正
常体重，BMI18.5未満を低体重とする。

　2　肥満率とSESの関係
　KHPS2005とKHPS2006では，調査対象者6,201
人のうち5,897人の身長と体重に関する情報が得
られている。その内訳を見ると，肥満が21.0％〔男
27.1％，女14.7％〕，低体重が7.3％〔男4.1％，女
10.6 ％〕， 正 常 体 重 が71.7 ％〔 男68.8 ％， 女
74.8％〕である6）。
　表1は，KHPSの年齢階級別の肥満率を『国民
健康・栄養調査』（2005年）のそれと比較したも
のである。まず，KHPSデータを見ると，男性の
肥満率は20歳代の17.9％から40歳代の30.4％に上
昇したあと，低下に転じ，60歳代で26.1％となる。
女性の肥満率は20歳代の4.1％から30歳代の7.8％，
40歳代の12.1％，50歳代21.3％へと，年齢効果が
強く現れているが，その後はほぼ横ばいの状況が
続いている。『国民健康・栄養調査』のそれと比
べると，男性の肥満率はほぼ同水準であるが，女
性の肥満率は低い傾向にある。これは，KHPSの
身長と体重が自己申告によるものであることと関
係する。自己申告の場合，人は体重を過小に，身
長を過大に評価する傾向があり，その結果，BMI

表1　KHPSと『国民健康栄養調査』の肥満率の比較

KHPS 国民健康・栄養調査（2005年）

男性

　20歳代 17.9 19.8

　30歳代 26.1 26.7

　40歳代 30.4 34.1

　50歳代 29.7 31.4

　60歳代 26.1 30.7

女性

　20歳代 4.1 5.6

　30歳代 7.8 14.3

　40歳代 12.1 19.3

　50歳代 21.3 23.9

　60歳代 21.2 29.0

出所：KHPS2005，KHPS2006により作成。

が過小評価されてしまう。
　表2は，親のSESと肥満率の関係を見たもので
ある。男性の肥満率は父親が無職の場合に33.6％
と最も高いが，学歴や職種による差はあまり見ら
れない。それに対し，女性の肥満率はまず父親の
学歴によって差が見られる。中でも大卒以上の父
親の持つ女性の肥満率は5.6％と，中卒の父親の
持つ女性の肥満率の3分の1程度となっている。女
性の肥満率は父親が死亡の場合に最も高く，
35.3％に達している。父親が無職の場合には肥満
率が低くなることもあるが，総じて，女性の肥満
率とSESと負の相関関係を示しているといえる。
しかし，このような関係は年齢や子ども数など他
の属性の影響を考慮したものではない。

Ⅳ　推定

　1　推定モデル
　分析にあたり，パネルデータの特徴を活かすた
め変量効果のパネルプロビットモデルを用いる。
モデル式は以下のとおりである。ここで，Oitは
回答者本人の肥満ダミー，SESpiは親のSES変数，
Xiはその他肥満に影響するコントロール変数を
表す。
Oit*=βSESp

it +γXit +εit,　i=1, 2, …n,
　 t=2005, 2006　　　〔1〕
Oit=1　if　Oit*>0,　and　Oit=0　otherwise
　誤差項は次のように表される。εit=ui+νit　こ

表2　親のSESと肥満率の関係
単位：％

男性 女性

中卒 29.8 16.7

高卒 27.2 13.0

短大・高専卒 29.7 12.1

大卒以上 30.0 5.6

専門・技術職 27.3 6.7

管理職 29.1 8.5

無職 33.6 4.4

死亡 27.1 35.3

資料：KHPS2005，KHPS2006により作成。
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こで，個別効果uiと撹乱項νitは互いに独立である。
かつ，個別効果uiは説明変数とも独立である7）。
　説明変数について説明する。父親の学歴変数は
大卒以上ダミーをベースに，中卒ダミー，高卒ダ
ミー，短大・高専卒ダミーを，職業階層について
は，専門・技術職ダミーと管理職ダミーを用いる。
経済的困窮を表す変数としては，父親の無職ダ
ミーと，父親の死亡ダミーを用いる。一方，コン
トロール変数としては，母親の就業ダミーと，対
象者本人の年齢，既婚ダミー，子どもの数を用い
る。子どもの数は「子どもがいない」をベースに，
「1人」，「2人」，「3人以上」のダミー変数を用いる。
SESと肥満が負の相関関係にあるならば，父親の
中卒ダミー，高卒ダミー，短大・高専卒ダミー，
無職ダミー，死亡ダミーは正の値を，専門・技術
職ダミーと管理職ダミーは負の値を示すことが期
待される。
　本稿では，親のSESの影響が子どものSESを加
えても残存するか否かを見るために，対象者本人
SES変数（学歴と職種，等価所得の対数値）を追
加で投入し，再分析を試みる。対象者本人の学歴
変数と職種変数は基本的に父親のそれと同じであ
るが，近年非正規雇用が増えている現状を踏まえ，
非正規雇用ダミーを追加する。
　説明変数について男女別に見た基本統計量が付
表1である。まず，親の変数を見ると，父親の学
歴は約4-5割が中卒で，3割が高卒，1割が大卒以
上である。専門・技術職または管理職の父親の割
合はそれぞれ5-9％で，無職の父親の割合は
4-6％，父親が死亡の割合は男性で4.2％，女性で
1.9％である。そして，母親の就業率は約6割であ
る。本人の変数を見ると，まず9割以上が高卒以
上で中卒はわずかとなっているが，これは親世帯
と対照的である。大卒以上の割合は男性で
38.5％，女性で15.0％である。

　2　推定結果
　表3は，対象者本人の年齢と，既婚ダミー，子
どもの数，母親の就業状況等をコントロールした
結果である。対数尤度比検定を行った結果，ρ
（rho，全分散に対するパネルレベルでの分散の

比率）＝0とする帰無仮説が棄却され，プーリン
グプロビット推計よりパネルプロビット推計が望
ましいことが示された。ちなみに，これ以降の分
析でも同様の結果が得られている。
　推定結果を見てみよう。まず，男性は父親が無
職の場合に有意で正の値を示している。父親の無
職が経済的困窮を表すならば，男性は子どもの頃
の経済的困窮により成人後の肥満確率が高まると
いえる。一方，女性は父親の中卒ダミーと高卒ダ
ミー，短大・高専卒ダミーがともに正で有意な値
を示しており，大卒以上の親に比べて，低学歴の
親を持つことが成人後の肥満確率を高めている。
女性は思春期に父親と一緒に暮らしていなかった
場合にも成人後の肥満確率が高くなる。一方，父
親が無職の場合，女性は男性と違って負の結果が
得られたのは興味深いところである。なぜ無職の
父親を持つことが男女の肥満確率に相反する働き
をするのかは不明なところであるが，いずれにせ
よ，父親が無職のサンプルは少なく，この結果を
一般化することは難しい。専門・技術職ダミーと
管理職ダミーはいずれも有意な結果が得られてい
ない。日本における職種ダミーは肥満確率を予測
する良い指標ではないかもしれない。
　表4は，対象者本人のSES変数を加えて再推定
を行った結果である。男性では無職の父親を持つ
ことが，女性では，低学歴の父親を持つことが高
い肥満確率につながっており，表3と同様の傾向
を示している。親のSESが肥満に与える負の影響
は本人の成人後のSESをコントロールしても残存
することを意味する。
　なお，親の学歴と肥満との負の関係は，肥満率
の高い年長者ほど親が低学歴であることによる見
せかけの相関である可能性が捨てきれない。そこ
で，サンプルを50歳以上と50歳未満に分割して，
同様の推定を行った。推定結果は表5に示した。
これを見ると，無職の父親を持つことが男性の肥
満に与える正の影響と，低学歴の父親を持つこと
が女性の肥満に与える正の影響はいずれも50歳未
満層に観察されている。50歳以上の女性のサンプ
ルについては，サンプルサイズが小さいために全
体としては統計的に有意な結果は得られていない
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表3　親のSESと肥満の関係（被説明変数：肥満ダミー）

推定①−男性 推定②−女性
係数 標準誤差 係数 標準誤差

中卒 −0.159 0.447 4.236 1.304 ***
高卒 −0.294 0.438 4.039 1.283 ***
短大・高専卒 0.318 0.850 4.101 1.413 ***
専門・技術職 −0.400 0.615 −0.213 0.879

管理職 0.554 0.526 −0.787 0.723

無職 1.073 0.614 * −4.246 1.587 ***
死亡 −0.002 0.640 3.200 2.554

定数項 −4.490 0.817 *** −12.542 1.549 ***
サンプル数 1648 1111

グループ数 947 697

対数尤度 −759.694 −305.747

注）1）*，**，***はそれぞれ10％，5％，1％水準で有意であることを示す。
　　2）母親の就業ダミーと本人の年齢，既婚ダミー，子どもの数，年ダミーをコントロールした結果である。
　　3）学歴変数は大卒以上をベースにしている。
資料：KHPS2005，KHPS2006より作成。

表4　親のSES，本人のSESと肥満の関係（被説明変数：肥満ダミー，男女別）

推定③−男性 推定④−女性
係数 標準誤差 係数 標準誤差

親の変数
中卒 0.072 0.465 4.848 0.939 ***
高卒 −0.146 0.446 4.818 0.912 ***
短大・高専卒 0.392 0.869 4.749 1.100 ***
専門・技術職 −0.513 0.623 0.037 0.890

管理職 0.487 0.532 −0.295 0.729

無職 1.093 0.619 * −5.200 1.513 ***
死亡 0.061 0.642 5.896 1.714 ***
本人の変数
中卒 −0.317 0.605 3.375 1.143 ***
高卒 −0.627 0.313 ** 0.199 0.671

短大・高専卒 −0.973 0.461 ** −0.099 0.680

専門・技術職 −0.004 0.319 −0.522 0.821

管理職 0.199 0.389

非正規雇用 0.431 0.639 −0.391 0.682

無職 0.066 0.640 −0.138 0.408

LN（等価所得） −0.015 0.217 −0.280 0.337

定数項 −3.810 1.465 *** −11.943 2.238 ***
サンプル数 1648 1111

グループ数 947 697

対数尤度 −757.509 −296.141

注）1）*，**，***はそれぞれ10％，5％，1％水準で有意であることを示す。
　　2）母親の就業ダミーと本人の年齢，既婚ダミー，子どもの数（女性のみ），年ダミーをコントロールした結果
　　 である。
　　3）学歴変数は大卒以上をベースにしている。
資料：KHPS2005，KHPS2006より作成。
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が，父親の学歴の影響については予想される符号
と整合的な結果になっている。

Ⅴ　おわりに

　日本では，2008年から生活習慣病対策としての
特定健診・特定保健指導がはじまった。「メタボ
リックシンドローム（内臓脂肪症候群）」を標的
としたものであるが，低所得層や低学歴層におけ
る健診の受診率は低く，期待した効果は得られな
かった。近藤〔2005，2011〕は健康対策を講じる
上で社会経済的要因へのアプローチを欠いたこと
を主な理由としてあげている。この点に鑑み，本
稿では，子どもの頃の家庭環境に注目して，親の
SESが肥満の一因となりうるかの分析を行った。

結論は以下のとおりである。
　第1に，女性は父親が低学歴であったり，父親
のいない家庭に育ったりすると肥満確率が高くな
り，男性は父親が無職の場合に肥満確率が高くな
る。これは親のSESが低いとその子どもは成人後
に肥満確率が高まることを意味する。肥満が生活
習慣病につながるのであれば，親のSESは長期に
わたって肥満格差，さらには健康格差をもたらす
可能性があることを示唆するものである。
　第2に，親のSESが肥満に与える負の影響は子
どものSESの影響を考慮してもなお残存する。細
身の人が好まれる社会において，肥満は怠惰で自
己抑制ができないことの象徴であり，自己管理の
失敗とみなされている。しかし，本稿の分析結果
は肥満要因のすべてを本人の責任に帰することは

表5　親のSES，本人のSESと肥満の関係（被説明変数：肥満ダミー，男女別，コホ−ト別）

男性，50歳未満 男性，50歳以上 女性，50歳未満 女性，50歳以上

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

親の変数

中卒 0.457 0.564 −0.231 0.978 2.195 0.973 ** 0.864 1.555

高卒 0.042 0.526 −0.374 0.990 1.937 0.951 ** 1.355 1.606

短大・高専卒 −0.173 1.010 1.548 2.080 2.063 1.198 * 1.131 1.946

専門・技術職 −0.908 0.728 0.667 1.496 0.682 0.817 −1.081 2.311

管理職 0.197 0.619 1.265 1.193 −0.719 0.876 0.089 1.468

無職 2.113 0.912 ** −0.700 1.014 −0.784 1.248 −98.643 .

死亡 −0.291 0.981 0.391 0.873 0.523 1.596 12.747 3.059 ***

本人の変数

中卒 −0.367 1.120 −0.048 0.759 3.408 2.205 4.604 1.720 ***

高卒 −0.923 0.425 ** −0.178 0.493 0.216 0.722 2.064 1.273

短大・高専卒 −1.353 0.588 ** −0.138 0.824 0.060 0.711 0.182 1.350

専門・技術職 −0.142 0.384 0.449 0.603 −0.532 0.786 −1.434 1.897

管理職 −0.443 0.584 0.492 0.548

非正規雇用 1.283 0.992 −0.106 0.880 −0.001 0.656 −2.676 2.150

無職 0.367 0.765 −0.468 1.207 0.222 0.475 −0.252 0.708

LN（等価所得） 0.084 0.310 −0.213 0.325 0.055 0.396 −1.141 0.510 **

定数項 −5.192 2.216 ** −5.026 4.761 −11.034 2.829 *** 12.736 7.272 *

サンプル数 1005 643 741 370

グループ数 588 383 471 240

対数尤度 −462.586 −297.131 −161.923 −125.649

注）1）*，**，***はそれぞれ10％，5％，1％水準で有意であることを示す。
　　2）母親の就業ダミーと本人の年齢，既婚ダミー，年ダミーをコントロールした結果である。
　　3）学歴変数は大卒以上をベースにしている。
資料：KHPS2005，KHPS2006より作成。
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妥当ではないことを示唆している。子どもの頃の
不利な家庭環境がもたらす健康ダメージは本人の
努力だけでは解消されない可能性がある。もし，
家庭環境により肥満格差が生じるならば，行政に
よる政策的対応が求められよう。また，現在のよ
うに中高年を対象に肥満予防対策を講じるのでは
なく，もっと早い段階で必要な措置を考えるべき
であろう。
　第3に，親のSESが肥満に与える負の影響は主
に50歳未満層にあらわれている。50歳以上層に注
目すると，男性のSES変数は有意な結果が得られ
ておらず，女性でも死亡ダミーだけが有意な結果
が得られているなど50歳未満層と対照的である。
しかし，データの制約上，この結果を持って健康
格差が近年になるほど深刻であると結論づけるの
はまだ早く，より大規模のサンプル数を確保した
データセットを用いた再検証が必要になる。
　本稿の分析では，親の低いSESが肥満確率とり
わけ女性の肥満確率を高めるといった他の先進国
と同様の傾向が観察された。社会・経済的要因が
肥満格差をもたらしたことを実証的に明らかにし
たことになる。今後の課題として，SES指標の妥
当性問題やSESが肥満に影響するメカニズムの検
証などが残された。
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注
1）Ishizaki et al.は金属製品工場に勤める労働者を
対象に就業特性と肥満との関係を検証し，座りが
ちの仕事や交替制労働が肥満の要因であることを
確認した。一方，鈴木は組合健保のレセプトデー
タと検診データをマッチングしたデータセット
と，独自に行ったアンケート調査を用い，長時間
労働が肥満をもたらすことを明らかにした。同研
究によると，労働拘束時間（通勤時間を加えた労
働時間）が1時間長くなるとBMIは0.107ポイント，
高度肥満になる確率は0.89％高くなる。鈴木は，
企業が課した長時間労働が肥満をもたらし，さら
に，医療費増加という社会費用をもたらしたこと
から，企業にはその責任をとる義務がある，と指
摘した。慶應義塾大学の「慶應家計パネル調査」
とそのサブ調査である「お子様に関する特別調査」
をマッチングしたデータセットを用いた李の分析
では，母親の労働時間が長くなると，その子ども
は肥満になる確率が高くなることが示されてい
る。

2）例えば，所得階層別〔5段階〕に見た抑うつの
割合は，最低所得層と最高所得層とで女性では4.1
倍，男性では6.9倍もの差がある。高齢者の要介
護出現率〔要支援を含む〕は年収が200万円以上
では3.7％であるが，無所得層では17.2％に急増す
る。また，閉じこもり〔外出頻度が週1回未満の者〕
の割合は，等価所得400万円層では男性2.9％，女
性3.8％であるに対し，200万円未満層では男性
5.3％，女性4.7％と多い。教育年数で見ると，13
年以上群の男性2.8％，女性3.5％に対し，6年未満
群では男性11.6％，女性9.4％となっている。

3）Benshlomo & Kuh 〔2002〕はライフコース疫学
を，「胎児期，小児期，思春期，青年期，そして
その後の成人期における物理的または社会的な曝
露についての，その後の健康や疾病リスクへの長
期的な影響に関する研究」と定義している〔尾島・
近藤〔2011〕訳〕。

4）例えば，胎児期の栄養不足は成人してからの慢
性疾病例えば高血圧，糖尿病，心血管疾患につな
がり〔Roseboom et al. 2001〕，妊娠期に喫煙した
母親の子どもは出生時体重が低く，思春期になっ
てからは逆に肥満になる確率が高くなる〔Power 
and Jefferis 2002〕。

5）本人の学歴については2004年データを用いる。
6）これを同時期の文部科学省の「国民健康・栄養
調査」〔男29.7％と女21.4％が肥満，男4.7％と女
9.1％が低体重〕と比べると，男性はほぼ近い値
を示しているが，女性は肥満が少ない。しかし，
身長・体重が自己申告によるバイアスを考慮する
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とまだ許容範囲内と考えられよう。
7）なお，この条件が満たされず，個別効果uiと説
明変数が相関している場合には，推定結果がバイ
アスを含んだものになる可能性がある。
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付表1　基本統計量1

男性 女性
N 平均 標準偏差 最小値 最大値 N 平均 標準偏差 最小値 最大値

父親の学歴

　中卒 1648 0.502 0.500 0 1 1111 0.448 0.498 0 1

　高卒 1648 0.330 0.470 0 1 1111 0.350 0.477 0 1

　短大・高専卒 1648 0.032 0.176 0 1 1111 0.068 0.251 0 1

　大卒以上 1648 0.136 0.343 0 1 1111 0.134 0.341 0 1

父親の職種

　専門・技術職 1648 0.051 0.220 0 1 1111 0.060 0.238 0 1

　管理職 1648 0.079 0.270 0 1 1111 0.086 0.280 0 1

父親無職ダミー 1648 0.058 0.233 0 1 1111 0.045 0.207 0 1

父親死亡ダミー 1648 0.042 0.202 0 1 1111 0.019 0.136 0 1

母親就業ダミー 1648 0.607 0.489 0 1 1111 0.675 0.469 0 1

本人の学歴

　中卒 1648 0.058 0.233 0 1 1111 0.036 0.186 0 1

　高卒 1648 0.459 0.498 0 1 1111 0.482 0.500 0 1

　短大・高専卒 1648 0.098 0.297 0 1 1111 0.332 0.471 0 1

　大卒以上 1648 0.385 0.487 0 1 1111 0.150 0.358 0 1

本人の職種

　専門・技術職 1648 0.141 0.349 0 1 1111 0.083 0.276 0 1

　管理職 1648 0.090 0.287 0 1

非正規雇用 1648 0.037 0.189 0 1 1111 0.100 0.300 0 1

無職 1648 0.030 0.172 0 1 1111 0.415 0.493 0 1

LN（等価所得） 1648 5.836 0.588 0 8 1111 5.787 0.601 3 8

既婚ダミー 1648 0.829 0.377 0 1 1111 0.806 0.395 0 1

年齢 1648 45.62 8.61 30 59 1111 44.55 8.79 30 59

子どもの数

　0人 1111 0.250 0.433 0 1

　1人 1111 0.229 0.420 0 1

　2人 1111 0.347 0.476 0 1

　3人以上 1111 0.175 0.380 0 1

資料：KHPS2005，KHPS2006より作成。
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付表2　基本統計量2

男性，50歳未満 男性，50歳以上 女性，50歳未満 女性，50歳以上

N 平均 標準
偏差

最小
値

最大
値

N 平均 標準
偏差

最小
値

最大
値

N 平均 標準
偏差

最小
値

最大
値

N 平均 標準
偏差

最小
値

最大
値

父親の学歴

　中卒 1005 0.397 0.490 0 1 643 0.666 0.472 0 1 741 0.362 0.481 0 1 370 0.622 0.486 0 1

　高卒 1005 0.393 0.489 0 1 643 0.232 0.422 0 1 741 0.417 0.493 0 1 370 0.216 0.412 0 1

　短大・高専卒 1005 0.036 0.186 0 1 643 0.026 0.161 0 1 741 0.063 0.244 0 1 370 0.076 0.265 0 1

　大卒以上 1005 0.174 0.379 0 1 643 0.076 0.266 0 1 741 0.158 0.365 0 1 370 0.086 0.281 0 1

父親の職種

　専門・技術職 1005 0.065 0.246 0 1 643 0.030 0.169 0 1 741 0.066 0.249 0 1 370 0.049 0.215 0 1

　管理職 1005 0.093 0.290 0 1 643 0.058 0.233 0 1 741 0.093 0.291 0 1 370 0.070 0.256 0 1

父親無職ダミー 1005 0.068 0.251 0 1 643 0.042 0.201 0 1 741 0.054 0.226 0 1 370 0.027 0.162 0 1

父親死亡ダミー 1005 0.028 0.165 0 1 643 0.065 0.247 0 1 741 0.015 0.121 0 1 370 0.027 0.162 0 1

母親就業ダミー 1005 0.601 0.490 0 1 643 0.616 0.487 0 1 741 0.668 0.471 0 1 370 0.689 0.463 0 1

本人の学歴

　中卒 1005 0.026 0.159 0 1 643 0.107 0.310 0 1 741 0.011 0.103 0 1 370 0.086 0.281 0 1

　高卒 1005 0.468 0.499 0 1 643 0.446 0.497 0 1 741 0.441 0.497 0 1 370 0.562 0.497 0 1

　短大・高専卒 1005 0.107 0.310 0 1 643 0.082 0.275 0 1 741 0.387 0.487 0 1 370 0.222 0.416 0 1

　大卒以上 1005 0.399 0.490 0 1 643 0.364 0.482 0 1 741 0.161 0.367 0 1 370 0.130 0.336 0 1

本人の職種

　専門・技術職 1005 0.168 0.374 0 1 643 0.100 0.300 0 1 741 0.100 0.300 0 1 370 0.049 0.215 0 1

　管理職 1005 0.058 0.233 0 1 643 0.142 0.349 0 1

非正規雇用 1005 0.025 0.156 0 1 643 0.056 0.230 0 1 741 0.123 0.328 0 1 370 0.054 0.226 0 1

無職 1005 0.029 0.167 0 1 643 0.033 0.178 0 1 741 0.416 0.493 0 1 370 0.414 0.493 0 1

LN（等価所得） 1005 5.786 0.557 2.303 8.006 643 5.913 0.624 −0.347 7.457 741 5.729 0.567 3.472 7.982 370 5.902 0.650 3.689 8.011

既婚ダミー 1005 0.793 0.405 0 1 643 0.885 0.319 0 1 741 0.784 0.412 0 1 370 0.851 0.356 0 1

年齢 1005 39.805 5.488 30 49 643 54.708 2.721 50 59 741 39.467 5.862 30 49 370 54.722 2.780 50 59

子どもの数

　0人 741 0.254 0.435 0 1 370 0.243 0.430 0 1

　1人 741 0.179 0.384 0 1 370 0.327 0.470 0 1

　2人 741 0.372 0.484 0 1 370 0.295 0.456 0 1

　3人以上 741 0.194 0.396 0 1 370 0.135 0.342 0 1

資料：KHPS2005，KHPS2006より作成。


